
「貸借対照表」の「純資産」が１年間でどのように

変動したかを表す財務書類です。

行政コストに対して、地方税や地方交付税などの経

常的な財源がどの程度使われているかが分かります。

木津川市が住民サービスを提供するために保有している資産（土地、建物、道路、基金

など）がどれだけあり、その資産をどのような財源（負債、純資産）で取得してきたか

を表す財務書類です。

資産 １，３０４億２，１３９万円 負債 ３６３億４，７９４万円
木津川市が保有している財産です。 これからの世代の負担として、将来

行政サービスの提供能力を表します。 返す必要があるものです。

税収 ８６億５，１４７万円

市債 ２９２億８，４５０万円

このうち177億8,695万円（66.2％）が

交付税の算定基礎に含まれる見込み 地方交付税 ５９億４，２８４万円

長期未払金 ２５億７，３５９万円

ＵＲ都市機構への債務（関公費）※など その他 １３億６，３３４万円

引当金 ４４億８，９８５万円

将来支払う必要のある退職手当及び賞与

公共資産

その他 △４，６３５万円

純資産 ９４０億７，３４５万円
これまでの世代が負担してきた、 ＜分析＞

今後返す必要がないものです。 ○ 「純経常行政コスト」が増加していますが、「地方交付税」

（純資産比率　７２．１３％） や「補助金等」が増加しているため、純資産は６億６，７

０４万円増加しています。

○ 将来へ一定の蓄積ができたと言えますが、「行政コスト」が

増加し、自主財源である「税収」は減少していることに注意

が必要です。

投資等 ８５億４，８２１万円

市が投資や出資、貸付をしているものや、

特定の目的のために積み立てた基金など

流動資産 ５３億１，４４２万円 １年間に提供された行政サービスに、どのくらいコ

現金や現金化できる財政調整基金など 使用料などの収益を差し引いた「純経常行政コスト」

※ 関公費のうち2億8,420万円が交付税の算定基礎に含まれる見込 は、市税などでまかなうことになります。

＜分析＞

○ 資産の老朽化が進む一方で、新設小学校の用地取得や木津城址公園の建設、木津駅東地区の整備などにより

資産はわずかに減少するにとどまっています。市街地開発が進む本市の特徴を表していると言えます。

○ 市債は、新設小学校の用地取得や木津南中学校の建設などにより大きく増加しています。交付税措置のある

ものを優先するなど、将来負担の軽減に努めています。 人にかかるコスト ４２億８，９４２万円

○ 長期未払金は、木津南中学校に係る国庫負担金の受け入れ、地方債の発行により大きく減少しています。

○ 純資産比率は７２．１３％となっており、将来世代の負担が過度になっていないことが分かります。

前年度（７１．７２％）から増加しているのは、木津南中学校の建設に係る国庫負担金を受け入れたことに

よるものです。

社会保障給付 ４６億９，３９１万円

現金の動きを、経常的な行政サービスに伴う「経常的収支」、

公共資産の整備に伴う「公共資産整備収支」、地方債の償還

や基金の積立に伴う「投資・財務的収支」の区分で表した財

務書類です。

どのような活動にどれくらい現金が必要かが分かります。 その他の支出 ８億３，７４６万円

使用料・手数料 △８億２，０２１万円

分担金・負担金・寄附金 △４億６，１２４万円

経常的収支 ４１億　　９７５万円

公共資産整備収支 △７億　　３１０万円

＜分析＞

○ 「経常行政コスト」は前年度から減少しています。主な要因

は、「物件費等」「補助金等」の減少です。

＜分析＞ ○ 「社会保障給付」は年々増加しており、全国的な傾向となっ

○ 「経常的収支」の余剰（地方税や交付税などの一般財源）により、 ています。

「公共資産整備収支」と「投資・財務的収支」の不足をまかなっ ○ 「減価償却費」が行政コストの１２．８％を占めており、施

ており、「経常的収支」の余剰が多いほど、財政に弾力性がある 設の老朽化が進んでいます。

と言えます。 ○ 受益者負担率が５．９０％と低く、行政サービスにかかるコ

○ 「公共資産整備収支」では、木津南中学校の建設に係るＵＲ立替 ストが主に税金などでまかなわれてると言えます。

金の償還や、木津中央地区新設小学校用地取得により、規模が大

きくなっています。

減価償却費 ２７億６，８０１万円

補助金等 ３２億１，８８０万円

物件費等

経常行政コスト

３３億５，３６８万円

２１１億３，９５０万円

△２０４億７，２４６万円

純資産の増加

純資産の減少

補助金等

△２０４億２，６１１万円

５１億８，１８５万円

純経常行政コスト

２１７億　７５６万円

平成２４年度期末資金残高 ６億３，０１２万円

他会計への支出 ２５億４，６２８万円

△１２億８，１４５万円

平成２４年度期首資金残高 ６億２，０８２万円

経常収益

純経常行政コスト ２０４億２，６１１万円

受益者負担率 ５．９０％

資金収支計算書○

　（うち現金 ６億３，０１２万円）

投資・財務的収支 △３３億９，７３５万円

○純資産変動計算書

１，１６５億５，８７６万円

市役所、学校、道路、公園など

ストがかかったのかを表す財務書類です。

平成２４年度　木津川市財務書類４表

＜普通会計＞

○行政コスト計算書

平成２４年度期末純資産残高

平成２４年度期首純資産残高 ９３４億　６４１万円

○貸借対照表

９４０億７，３４５万円



「貸借対照表」の「純資産」が１年間でどのように

変動したかを表す財務書類です。

行政コストに対して、地方税や地方交付税などの経

常的な財源がどの程度使われているかが分かります。

木津川市が住民サービスを提供するために保有している資産（土地、建物、道路、基金

など）がどれだけあり、その資産をどのような財源（負債、純資産）で取得してきたか

を表す財務書類です。

資産 ２，１２４億３，５９２万円 負債 ５９７億３，６６７万円 税収 ８６億５，１４７万円

木津川市が保有している財産です。 これからの世代の負担として、将来

行政サービスの提供能力を表します。 返す必要があるものです。

地方債 ４９５億１，８９７万円

このうち258億8,024万円（52.3％）が

交付税の算定基礎に含まれる見込み

その他 １３億３，４７４万円

長期未払金 ３３億　　７７６万円

ＵＲ都市機構への債務（関公費）※など

引当金 ６２億８，４２１万円

将来支払う必要のある退職手当、賞与など

その他 ６億２，５７３万円

公共資産

市役所、学校、道路、公園、上下水道など

その他 △４億６，５６０万円

＜分析＞

○ 「純経常行政コスト」は減少し、「地方交付税」や「補助金

純資産 １，５２６億９，９２５万円 等」が増加しているため、純資産は１６億３，２２３万円増

これまでの世代が負担してきた、 加しています。

今後返す必要がないものです。 ○ 将来へ一定の蓄積ができたと言えますが、自主財源である

（純資産比率　７１．８８％） 「税収」が減少していることに注意が必要です。

１年間に提供された行政サービスに、どのくらいコ

投資等 １３０億６，０２７万円 ストがかかったのかを表す財務書類です。

市が投資や出資、貸付をしているものや、 保険料や使用料などを差し引いた「純経常行政コス

特定の目的のために積み立てた基金など ト」は、市税などでまかなうことになります。

流動資産 １０７億４，６４４万円

現金や現金化できる財政調整基金など

繰延勘定 人にかかるコスト ８３億１，６２２万円

※ 関公費のうち2億8,420万円が交付税の算定基礎に含まれる見込

＜分析＞

○ 普通会計における木津中央地区新設小学校の用地取得や、水道事業における木津中央地区水道管敷設工事など 物件費等

により公共資産が増加していますが、一方で、資産の老朽化が進んでおり、本年度は資産が減少しています。

○ 水道事業において、翌年度における建設改良事業の財源として本年度に基金を取り崩したため、「基金等」は

減少し、「資金」が増加しています。また、普通会計における財政調整基金及び減債基金の積立や、山城病院

における収益の増加により「資金」が増加しています。

○ 木津南中学校の建設に係る地方債及び国庫負担金を受け入れたため、「地方債」及び「純資産」が増加し、

「長期未払金（関公費）」が減少しています。

○ 純資産比率が普通会計（７２．１３％）から０．２５％減少していますが、これは、「下水道事業」

「山城病院組合」において、施設整備時の多額の負債が残存するためです。

その他の支出 １７億６，５１９万円

現金の動きを、経常的な行政サービスに伴う「経常的収支」、

公共資産の整備に伴う「公共資産整備収支」、地方債の償還

や基金の積立に伴う「投資・財務的収支」の区分で表した財 使用料・手数料 △９億　１２６万円

務書類です。

どのような活動にどれくらい現金が必要かが分かります。 分担金・負担金・寄附金 △７６億９，２０２万円

事業収益 △８２億６，６８４万円

経常的収支 ６６億７，３４８万円

公共資産整備収支 △６億７，４７１万円 その他の収益 △４億５，４６６万円

＜分析＞ ＜分析＞

○ 「経常的収支」の余剰（地方税や事業収入、保険料などの一般財源） ○ 「社会保障給付」は年々増加しており、全国的な傾向となっ

により、「公共資産整備収支」と「投資・財務的収支」の不足をまか ています。

なっています。 ○ 上下水道使用料の見直しや、山城病院における患者数の増加

○ 「経常的収支」では、「社会保障給付」にかかる支出が増加する一方 などにより「事業収益」が増加しています。

で、事業収入や保険料、分担金・負担金が増加しています。 ○ 水道事業において、翌年度の建設改良費の財源として、基金

○ 「公共資産整備収支」では、木津南中学校の建設に係るＵＲ立替金の を取り崩したため、「その他収益」が増加しています。

償還や、木津中央地区新設小学校用地取得により、規模が大きくなっ ○ その結果、「純経常行政コスト」は３億３，１００万円減少

ています。 しています。

受益者負担率 ４４．６２％平成２４年度期末資金残高 ４３億９，２９７万円

○資金収支計算書
補助金等 ３４億６，８０９万円

純経常行政コスト ２５２億　７２５万円投資・財務的収支 △５０億９，０１１万円

△２９億９，３２３万円保険料

平成２４年度期首資金残高 ３４億８，４３１万円

１億９，７５７万円

７８億４，４３０万円

社会保障給付 １９６億３，２８０万円

４５５億１，５２６万円

減価償却費 ４４億８，８６６万円

純経常行政コスト △２５２億　７２５万円

○行政コスト計算書

　（うち現金 ４３億９，２９７万円）
経常行政コスト

５９億４，２８４万円

補助金等 １１３億７，６０３万円

純資産の減少 △２５６億７，２８５万円

経常収益 △２０３億　８０１万円

平成２４年度　木津川市財務書類４表 ○純資産変動計算書

＜連結＞

○貸借対照表
平成２４年度期首純資産残高 １，５１０億６，７０２万円

純資産の増加 ２７３億　５０８万円

地方交付税

１，８８４億３，１６４万円

平成２４年度期末純資産残高 １，５２６億９，９２５万円



　木津川市には、一般会計のほかに、国民健康保険などの公営事業や、水道事業などの公営企業などさまざまな特別会計があり、
市民のみなさんに密接にかかわる事業を行っています。また、山城病院組合や相楽中部消防組合などの一部事務組合など、市が
負担金を支出したり、出資を行っている団体もあります。
　これらを全て含んだ「連結財務書類」を作成することで、関連団体を含めた木津川市全体の財務状況を把握することができます。

出資 資本金

国民健康保険山城病院組合 一般会計 学研都市京都土地開発公社

相楽郡西部塵埃処理組合
買戻し 売却

相楽中部消防組合 繰入金

相楽郡広域事務組合 負担金 負担金 出資金

京都府市町村職員退職手当組合 負担金

京都府市町村議会議員公務災害補償等組合

京都府自治会館管理組合

京都府住宅新築資金等貸付事業管理組合 負担金 繰出金 指定正味財産

負担金 基金

負担金

京都府後期高齢者医療広域連合 国民健康保険特別会計 木津川市公園都市緑化協会

京都地方税機構 後期高齢者医療特別会計 木津川市緑と文化・スポーツ振興事業団

補助金 補助金 介護保険特別会計 木津川市ボランティア基金

負担金 負担金 公共下水道事業特別会計

簡易水道事業特別会計

水道事業会計

会計間の取引は、連結時に内部取引として相殺消去されます。

資産 ２，１２４億３，５９２万円 負債 ５９７億３，６６７万円 経常行政コスト ４５５億１，５２６万円 純経常行政コスト ２５２億　７２５万円
木津川市が保有している財産です。 これからの世代の負担として、将来 １年間に提供された行政サービスに、ど 税金などでまかなわなければならないコ

行政サービスの提供能力を表します。 返す必要があるものです。 のくらいコストがかかったかを表します。 ストです。（経常行政ｺｽﾄ － 経常収益）

純資産 １，５２６億９，９２５万円 経常収益 ２０３億　８０１万円
これまでの世代が負担してきた、 行政サービスの対価として得られる、

今後返す必要がないものです。 使用料や保険料などです。

＜分析＞ ＜分析＞

○ 「資産合計」「負債合計」「純資産合計」のいずれも、「普通会計」の約１．６倍となっています。 ○ 「経常行政コスト」では、「国民健康保険事業」「介護保険事業」「山城病院組合」「後期高齢者

○ 「資産」では、「水道事業」「下水道事業」の占める割合が大きくなっています。 医療広域連合」の占める割合が大きくなっており、「社会保障給付」にかかるコストが大きくなっ

○ 「下水道事業」は、施設の整備段階にあるため、設備投資の財源を負債に頼らざるを得ず、「負債」 っています。

の割合が高くなっています。 ○ 「経常収益」では、「社会保障給付」にかかる保険料や分担金・負担金、「水道事業」「下水道事

○ 「水道事業」は、施設の管理運営段階にあり、施設建設時の負債について使用料での回収が進んで 業」「山城病院組合」にかかる事業収益が大きな割合を占めています。

いるため、「負債」の割合が低くなっています。 ○ 「純経常行政コスト」は、主に税金や地方交付税、補助金などでまかなわれており、「普通会計」

○ 「山城病院組合」は、建設時の多額の負債が残っているため、「負債」の割合が高くなっています。 ではその傾向が強くなっています。「普通会計」以外では、「経常収益」や補助金などでまかない

きれない分について、「普通会計」からの繰出金や負担金で補てんしています。

△６億８，５０４万円 （△３％）

３２億４，１３１万円

９億５、８６１万円 （４％）

その他

山城病院組合

（ １８％ ）

負担金負担金

（ １３％ ）

８３億２，９０７万円 （１４％）

１９億７，７９５万円 （３％）

下水道事業 １６８億　９２８万円

８億６，３８９万円 （４％）

普通会計 １６０億　６０７万円

（ ６３％ ）

介護保険事業 １８億４，３５５万円 （８％）

国民健康保険事業

特別会計 その他

行政コスト計算書

下水道事業

６９億５，６４３万円

○財務書類の範囲

（ ８％ ）

山城病院組合 ５８億１，３６５万円

借入金
公社

広域連合

貸付金
普通会計

６７億６，１０５万円 （３％）

下水道事業
山城病院組合

貸借対照表

その他

その他 １８億７，２５１万円 （３％）

財務書類４表　附属資料

普通会計 １２億３，１７９万円 （６％）

国民健康保険事業 ４４億　８５８万円

（ ２２％ ）

１８億２，２５０万円 （４％）下水道事業

水道事業 １４億５，０３４万円 （３％）

山城病院組合 ５７億６，６１９万円

（ ２８％ ）

介護保険事業 １９億６，３８８万円 （１０％）

その他 １７億７，４５９万円 （４％）

（ １５％ ）

介護保険事業

○

水道事業

後期高齢者医療広域連合

１５億５，１４１万円 （６％）

一部事務組合

（ ３８％ ）

６６億５，２４６万円

（ １５％ ）

国民健康保険事業

○

（ ６２％ ）

（ ２２％ ）

１，２９６億７，６５３万円

（ ６１％ ）

１１２億　９１９万円

（ １９％ ）

水道事業

（ １３％ ）

（ １１％ ）

３８億　６７５万円 （２％）山城病院組合

（ ６％ ）

１２１億３，５８２万円

普通会計

普通会計 ９３３億２，８５９万円
普通会計 １７２億３，７８６万円

後期高齢者医療広域連合

普通会計

下水道事業

山城病院組合 ４，７４６万円 （０％）

（ １３％ ）

その他 ２億２，３１８万円（１％）

２２億４，３８８万円 （９％）
３６３億４，７９５万円

（ ６１％ ）

４８億８，８５３万円 （３％）その他

水道事業 ３３８億６，６１０万円

２１億３，５３８万円 （１１％）

水道事業 ３５８億４，４０５万円

（ １７％ ）

下水道事業 ２８０億１，８４７万円

３８億　７４３万円

後期高齢者医療広域連合 ３７億１，５１２万円

水道事業

繰出金

負担金

繰入金

負担金

負担金 負担金

基金 出資

木津川市全体

連 結


